
自然と共生する潤い豊かな
まちづくり
（環境の保全）

大野川河川敷

第６部



動向と課題
　豊かな自然は、すべての生物の生存基盤であり、かけがえのない財産です。
　本市では、都市化の進展などにより、豊かで多様な自然が減少してきたため、市民、事業者、NPO等と
連携しながら、河川の浄化や緑の創出などさまざまな取組を行い、自然環境の改善を図ってきました。
　さらに、近年では、人為的に持ち込まれた外来生物による地域の生態系への影響や市街地における※ヒー
トアイランド現象の発生等による生活環境への影響が懸念されることから、※生物多様性の確保の重要性に
ついて理解を深めるとともに、さらなる緑地の保全や緑の創造を行い、緑との共生を図る必要があります。
　このため、自然が有する役割や機能を再認識するとともに、市民、事業者、NPO等との連携をこれまで
以上に深め、緑の創造や生態系の保全、自然保護意識の啓発を行うなど、官民一体となった取組の推進が求
められています。

緑で被われた土地の現況図

資料：大分市緑の基本計画

緑被率：大分市全域　72.9％
市街化区域　27.4％

緑被率：88.2％
（うち市街化区域 28.0％）

緑被率：67.8％
（うち市街化区域 24.3％）

緑被率：37.6％
（うち市街化区域 21.1％）

緑被率：42.2％
（うち市街化区域 30.7％） 緑被率：27.8％

（うち市街化区域 30.1％）

緑被率：79.4％
（うち市街化区域 41.2％）

緑被率：52.4％
（うち市街化区域 30.5％）

緑被率：87.9％

緑被地（農地等）
市街化区域
地区界

緑被地（樹林地等）
凡　例

緑被率：90.9％

大分

大南
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稙田

野津原 坂ノ市
佐賀関

明野
大在

　生命と暮らしを支える豊かな自然を次世代に引き継いでいくため、自然は貴重な財産で
あるとの認識の普及に努め、保全を進めます。
　また、市街地の緑化を進めることにより、身近に自然を感じられる環境を整えるなど、
緑を活用した多様な空間づくりを推進します。

基本方針

第１章 豊かな自然の保全と緑の創造
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第１章　豊かな自然の保全と緑の創造

主な取組

〉〉〉 自然の保全
●�多様な性質を持つ自然は、すべての生物の生存基盤となっていることから、生物多様性の確保の重要
性を認識し、自然の保全に努めます。
●�※特定外来生物に指定されているアライグマやセアカゴケグモ等の動物について、適切かつ効果的な
防除を行うとともに、オオキンケイギク等の植物についても防除の必要性を周知・啓発します。
●�豊かな自然を次の世代に継承するため、自然環境の保全を目的とした地区指定や自浄作用を持つ自然
護岸の保全を行います。
●�自然環境の創出や地域を守ることなどを目的として整備された※樹林帯を市民と協働で保全します。
●�豊かな河川環境を利用した学びの場や市民の憩いの場、コミュニティの場等の形成を促進するとともに、
川を守り育てる活動を支援します。

〉〉〉 緑の創出
●�道路、河川、学校などの公共公益施設や民有地の緑地の拡充及び適切な管理などにより、市街地の緑
地の確保を図ります。
●�街路樹、生垣、壁面緑化などを活用し、人の視点からの緑の見え方を工夫することによって、効果的
に緑化を推進していきます。
●�山や丘陵地などの緑豊かな自然を、河川や街路樹など市街地に広がる緑とつなぐことで※緑のネットワー
クを形成し、市民と協働で市域全体の緑化を推進します。

豊かな自然の保全と緑の創造

　生物多様性とは、生物たちの豊かな個性とつなが
りのことです。生物多様性には「生態系の多様性」・「種
の多様性」・「遺伝子の多様性」という３つのレベルで
多様性があるとしています。

遺伝子の
多様性

種の多様性
動植物から細菌などの
微生物にいたるまで、

いろいろな
生物がいます。

生態系の
多様性

森林、里地里山、河川、湿原、
干潟、サンゴ礁など
いろいろなタイプの
自然があります。

同じ種でも異なる遺伝子を
持つことにより、形や模様、
生態などに多様な個性

があります。
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〉〉〉 自然保護意識の醸成
●�自然体験キャンプ・自然観察会などのレクリエーション等自然と触れ合う機会や場の確保に努めます。
●�市民ボランティアや環境保全活動団体等による自然保護活動を推進します。
●�環境教育副読本やまちづくり出張教室等を活用し、環境教育・環境学習の充実を図ります。

関連計画 ▶
『大分市環境基本計画』『大分市緑の基本計画』『大分市景観計画』『大分市街路樹景観整備計画』
『大分市国土利用計画』

身近な自然観察会
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第１章　豊かな自然の保全と緑の創造

※�ヒートアイランド現象
　�地表面の被覆域の人工化（建物、道路等）、緑の減少や、多様な産業活動や社会活動に伴う熱の排出などが原因となり、都市の気温
が周囲に比べて高くなる現象。

※�生物多様性
　�生態系・種・遺伝子の3つのレベルで地球全体に多様な生物が存在していること。生物の生命には一つひとつに個性があり、すべて
の生物は直接的又は間接的に支え合って生きている。

※�特定外来生物
　�海外から持ち込まれた外来生物の中で、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼすもの、または及ぼすおそれがあるもの
の中から指定された生物。指定された場合、飼育、運搬などさまざまな行為が規制される。

※�樹林帯
　�河川の堤防から居住地側に沿って設置する帯状の樹林のこと。万一堤防から水が溢れたときの深掘れの防止と堤防決壊時に氾濫流の
流入抑制による堤防決壊部の拡大の防止を図り、洪水による被害を軽減するもの。

※�緑のネットワーク
　�主要幹線道路における街路樹や河川における河畔林などの整備を行い、核となる公園や緑地等を結ぶことで、環境保全や防災機能、
やすらぎや快適性を高める、緑の持つ機能を複合的・効果的に発揮する取組のこと。

※�郷土の緑保全地区
　�「大分市緑の保全及び創造に関する条例」に基づき、環境保全、レクリエーション、防災、景観保全のために必要な緑地を市民とと
もに保全する地区。

【用語解説】

目標設定

「※郷土の緑保全地区」区域
指定面積

現状値（2018年度実績）

 78.2ha  90.0ha
目標値（2024年度見込）
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第1節　廃棄物の適正処理
動向と課題

　これまでの社会経済活動において、わたしたちは、「大量生産・大量消費・大量廃棄」を繰り返してきま
した。その結果、ごみの処理が地球規模の課題となっています。
　環境への負荷のない循環型社会の形成に向けた取組は、社会全体で行われており、本市においては、資源
物の分別収集を行い、家庭ごみ有料化を実施するなど、ごみの減量やリサイクルの推進に取り組んできました。
　しかしながら、近年、※食品ロスや※マイクロプラスチック等を含む海洋ごみの問題について、国際社会全
体で取り組むべき課題となっており、これまで以上にごみの減量と適正処理が求められています。
　さらに、国内で頻発している地震や台風等の自然災害による災害廃棄物について、迅速かつ適正な処理を
図ることが重要な課題となっています。
　豊かな自然や快適な生活環境を保全し、将来にわたって、清潔で美しいまちを維持するためには、市民・
事業者・行政がそれぞれの立場でお互いに協力し、ごみの減量とごみを可能な限り資源として再生・再利用
していく取組が必要です。
　また、ごみの適正な処理を図るため、総合的かつ計画的なごみ処理行政を推進するなど、循環型社会の形
成に向けたより一層の取組が求められています。

0

50,000

100,000

150,000

200,000

2018年度2017年度2016年度2015年度2014年度

家庭系可燃ごみ
家庭系不燃ごみ
家庭系資源ごみ

事業系可燃ごみ
事業系不燃ごみ

（トン）
ごみ排出量の推移

89,527 83,702

6,013 5,162
21,260 21,886

47,316 46,289

978 1,259
165,094 160,153158,298 157,343 157,506

1,457 1,096 1,201

82,450 82,040 82,320

4,915 4,917 5,048
21,109 20,488 19,670

47,412 48,965 51,914

出典：大分市

第2章 快適な生活環境の確立
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第２章　快適な生活環境の確立

焼却
埋立
選別回収

0

150,000

160,000

170,000

180,000
（トン） ごみ処分量の推移（広域市を含む）

167,913

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

162,657

5,028

4,656

2,763

2,601

175,704

169,914

158,672

5,369
2,486
166,527

158,734

4,592
2,332
165,658

162,837

4,876
2,295
170,008

出典：大分市

2018年度2017年度2016年度2015年度2014年度

21,260 21,109 20,488 19,670
21,886

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

缶・びん
ペットボトル
資源プラ

新聞類・その他
紙類・布類

蛍光管等

（トン）
資源物回収量の推移

4,188 4,327 4,189 4,138 3,980
1,422 1,331 1,380 1,426 1,516
2,810 3,222 3,236 3,252 3,252

12,598 12,777 12,071 11,429 10,685

242 229 233 243 237

出典：大分市

　ごみの発生回避、発生抑制、再使用、再資源化を基本とし、廃棄物の適正処理に努め、
循環型社会の形成を図ります。また、豊かな自然や快適な生活環境を保つため、市民・事
業者等との協働による地域に密着した美化運動を展開します。

基本方針

快適な生活環境の確立
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主な取組

〉〉〉 循環型社会の形成
（１）家庭ごみの減量とリサイクルの推進
　●�家庭ごみ有料化の効果を検証するなか、有料化の目的である家庭ごみの減量・リサイクルを推進す
るとともに、費用負担の公平性を確保します。

　●�ごみの減量化を推進するための※4R運動の必要性について、大分エコライフプラザの活用や地域で
の説明会等を通じ、周知・啓発に努め、市民意識の高揚を図ります。

　●�マイバッグ運動をはじめ、過剰包装抑制等を促すなど、ごみの発生を回避するための施策を推進し
ます。（リフューズ）

　●�「※3きり運動」を推進し、生ごみ処理容器等の利用促進などにより、減量化を推進します。（リデュー
ス）

　●�フリーマーケットなどさまざまな機会を通じて、再使用を促進します。（リユース）
　●�適切な資源物の分別回収を実施するとともに、指導・啓発などにより分別排出の徹底を図り、再資
源化を推進します。（リサイクル）

（２）事業系ごみの減量とリサイクルの推進
　●�4Rに基づく取組を推進するよう市内事業所へ働き掛けます。
（３）処理施設の整備
　●�計画的に廃棄物処理施設の整備を行い、適正かつ安定した管理、運営に努めます。
　●�新たな廃棄物処理施設の整備に向けて、大分都市広域圏の関係自治体と連携を図り、取組を進めます。
　●�最終処分量の削減を図り、最終処分場の延命化に努めます。
（４）収集体制の検討
　●�家庭ごみの効率的な収集体制の在り方について検討を進めます。
（５）関係自治体との連携
　●�ごみの広域処理を行うため、関係自治体との連携を図ります。
（６）災害廃棄物の処理
　●�万全な処理体制を構築し、迅速かつ適正な処理を図ります。
（７）産業廃棄物の減量化、資源化及び適正処理の推進
　●�排出事業者の処理責任の徹底を図るとともに、排出段階での減量化･再資源化を促進します。
　●�産業廃棄物処理施設の監視、指導を行い、適正処理を推進します。
　●�不法投棄等の不適正処理に対する監視、指導を徹底し、清潔な生活環境の保全を推進します。
　●�※おおいた優良産廃処理業者評価制度等により、優良な産業廃棄物処理業者の育成を推進します。
　●�産業廃棄物処理施設設置者と周辺地域住民による環境保全等についての協議や説明会の開催により、
相互理解を促進します。

〉〉〉 まちの美化対策の推進
●「日本一きれいなまちづくり」を推進し、まちの美化に関する意識の向上を図ります。
●ボランティア清掃団体を支援するなど、地域に密着した美化運動を推進します。
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第２章　快適な生活環境の確立

関連計画 ▶
『大分市環境基本計画』『大分市一般廃棄物処理基本計画』『大分市産業廃棄物適正処理指導計画』
『第２期大分市公共施設等総合管理計画』『大分市災害廃棄物処理計画』『一般廃棄物処理施設整備基本計画』

目標設定

大分エコライフプラザ

ごみ排出量
現状値（2018年度実績）

 160,153ｔ  153,465ｔ
目標値（2024年度見込）

おおいた優良産廃処理業者
認定数

現状値（2018年度実績）

 14事業者  30事業者
目標値（2024年度見込）

きれいにしようえおおいた
推進事業活動団体登録数

現状値（2018年度実績）

 269団体  280団体
目標値（2024年度見込）
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※食品ロス
　本来食べられるにもかかわらず捨てられてしまう食品。
　�日本の「食品ロス」量は、2016（平成28）年度推計で年間643万トン発生しており、日本人1人当たり、毎日、茶碗1杯分のごは
んを捨てていることになる。
　その約半数は、家庭の食べ残しなどから出ていると推計される。

※マイクロプラスチック
　�サイズが5㎜以下の微細なプラスチック。
　含有・吸着する化学物質が食物連鎖に取り込まれ、生態系に及ぼす影響が懸念される。

※4R運動
　・リフューズ（Refuse）ごみになるものは断る
　・リデュース（Reduce）ごみの発生を減らす
　・リユース（Reuse）再使用する
　・リサイクル（Recycle）再資源化する

※3きり運動
　�食材を上手に使い切る「使いきり」、おいしく残さず食べる「食べきり」、生ごみはしっかり水を切る「水きり」の「3きり」を実践
することで、生ごみの発生を抑制し、減量化を図る活動。

※おおいた優良産廃処理業者評価制度
　�産業廃棄物処理業者が、市独自の評価基準に適合する場合に、おおいた優良産廃処理業者に認定する制度であり、産業廃棄物処理業
者のレベルアップを図り、さらに、廃棄物処理法に基づく優れた能力及び実績を有する者の基準に適合した「優良産廃処理業者認定」
へのステップアップを促進することを目的とする。

【用語解説】
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第２章　快適な生活環境の確立

第2節　清潔で安全な生活環境の確立
動向と課題

　市民の日常生活の安全を大きく左右する問題として、食品への異物混入、食品の偽装表示、野菜等の残留
農薬、いわゆる「健康食品」に起因する健康被害といった食の安全に関する問題に注目が集まっています。
　また、ペットによるいやしが注目されるなか、一部の飼い主のモラルの欠如による糞尿や鳴き声の苦情、
動物由来感染症の問題などが発生しており、衛生的で安全な生活環境の保持に対する市民の関心が高まって
います。市と県と共同で設置したおおいた動物愛護センターにおいて、人と動物が愛情豊かに安心して暮ら
せる社会の実現に向けた取組を推進しています。
　清潔で安全な生活環境を創出するためには、食の安全の確保や公衆浴場・ホテルなどの※生活衛生施設で
の適正な衛生水準の維持・向上はもとより、ペットの適正な飼養と管理など日常生活における衛生意識の高
揚を図ることが重要です。

主な取組

〉〉〉 衛生的な生活環境の確保
（１）食の安全の確保
　●�食品関連施設の監視、指導を計画的に行い、流通食品の安全の確保と不良食品の排除に努めます。
　●�事業者等に対する衛生教育と※リスクコミュニケーションの活用を推進します。
　●�事業者に対する※HACCPに沿った衛生管理の導入支援に取
り組みます。

　●�食中毒の原因究明や食品の安全を確保するため、検査体制を
充実させます。

　●�食の安全に対する正しい知識の普及を促進するため、情報の
的確な把握と提供を行います。

（２）動物の愛護と管理
　●�関係団体等と連携を強化し、ペットの適正飼養・終生飼養の
啓発、飼い主マナーの向上を図ります。

　●�人と動物の関係や、いのちの尊厳などについての教育プログ
ラムを実施し、人と動物が共生するまちづくりを推進します。

　●�動物由来感染症についての正しい理解を促進し、感染症の発
生の防止を図ります。

　食品関連施設や生活衛生施設等の衛生を確保し、食の安全や衛生意識の高揚を図るとと
もに、動物愛護思想、ペットの適正な管理や飼育マナーについて啓発を行い、市民が清潔
で安全に暮らせる生活環境の創出に努めます。

基本方針

犬の検査の様子
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※生活衛生施設
　�生活衛生関係営業六法(クリーニング業法、理容師法、美容師法、興行場法、旅館業法、公衆浴場法)による理容所、美容所、クリー
ニング所、興行場、旅館業関係施設、公衆浴場の施設をいう。

※リスクコミュニケーション
　�「食の安全・安心」を確保するため、生産者、流通・販売営業者、消費者、研究者及び行政等が情報を共有して、それぞれの立場か
ら意見を出し合い、お互いがともに考え、そのなかで信頼関係を醸成して、リスクを低減する社会的な合意形成を図ること。

※HACCP（Hazard Analysis Critical Control Point）
　�食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因を把握した上で、原材料の入荷から製品の出荷に至る全行程のなかで、そ
れらの危害要因を食品衛生上問題のないレベルにまで除去、または低減させるために、特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確
保しようとする衛生管理手法。

【用語解説】

(３）生活衛生施設・水道施設の衛生管理
　●�公衆浴場やホテルなどの生活衛生施設や水道施設における衛生状況の監視、指導を行い、生活環境
の保持に努めます。

　●�施設管理者等に対して、施設の衛生管理に必要な情報を提供し、衛生意識の向上と快適な生活環境
保持のための啓発を行います。

〉〉〉 清潔な地域環境づくり
●�感染症の媒体となる衛生害虫（蚊、ハエなど）等の駆除に努めます。
●�雑草等が繁茂するなど、不良状態にある空き地の所有者または管理者に対して、適正な管理を指導し
ます。

〉〉〉 墓地の適正配置
●�多様化する墓地等へのニーズに応えるため、周辺環境への配慮等を行いながら、民営墓地の適正配置
を図ります。
●�社会情勢の変化や市民ニーズに対応した市営墓地等の再整備を図ります。

関連計画 ▶ 『大分市食品衛生監視指導計画』

目標設定

狂犬病予防注射率
現状値（2018年度実績）

 64.7％  75.0％
目標値（2024年度見込）

食中毒発生件数
現状値（2018年度実績）

 6件  0件
目標値（2024年度見込）
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第２章　快適な生活環境の確立

第3節　公害の未然防止と環境保全
動向と課題

　本市は、新産業都市として重化学工業型の産業が立地し、近年では精密機器、電気機器等の組立産業が進
出するなど、さまざまな産業が集積し発展を遂げてきました。
　企業の立地に際しては、地域の実情に即した公害防止対策を確立するため、主要企業と公害防止協定を締
結するとともに、環境関連法令に基づく各種の施策を推進しています。一方、近年では、都市化の進展や生
活様式の変化に起因する都市内河川汚濁、生活騒音などの都市・生活型公害が問題となっています。
　このようななか、大気、水質、騒音については、いずれもおおむね環境基準を達成していますが、微小粒
子状物質（PM2.5）など国外を含む広域的な環境保全対策が今後の課題となっています。
　また、今後、耐用年数を迎えるアスベスト（石綿）を使用した建築物の解体等工事の増加が見込まれるこ
とから、アスベスト（石綿）の飛散防止対策の強化が課題となっています。

大分川弁天大橋 乙津川海原橋
住吉川新川橋

丹生川王ノ瀬橋

大野川鶴崎橋
原川日岡橋 祓川御幸橋

20182017201620152014
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5 主要河川における※BODの推移（ｍg/ℓ）

年度 年度 年度 年度 年度

出典：大分市
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主要な大気汚染物質の推移

年度 年度 年度 年度 年度

二酸化窒素（ppb） 二酸化硫黄（ppb）
光化学オキシダント（ppb）　　　浮遊粒子状物質（ug/m3）

出典：大分市

　公害の未然防止と環境保全に向けた施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、市民、
事業者、行政が一体となり、環境への負荷の少ない社会の構築を目指します。

基本方針
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主な取組

〉〉〉 環境保全対策の推進
●�大気や水、騒音、土壌等の一般環境調査を行い、汚染状況等の正確な把握に努めます。
●�工場・事業場等の立入検査等による実態把握に努め、規制の徹底と適切な管理の指導を行います。
●�必要に応じて、公害防止協定の締結や見直しを行います。
●�国境を越えるなどの広域的な原因が考えられる微小粒子状物質（PM2.5）や酸性雨等を監視するとと
もに、測定値等について市民への情報提供の充実を図ります。
●�生活に伴う騒音や悪臭等の防止について、市民意識を向上するため、普及啓発に努めます。

〉〉〉 大気汚染・悪臭対策
●�工場・事業場等の有害大気汚染物質や悪臭の発生源に対する調査体制を充実させます。
●�工場・事業場等に対して、規制の徹底と排出の抑制、必要に応じた施設の改善等を指導します。
●�自動車排出ガス測定結果や規制の動向を踏まえ、自動車排出ガス対策を関係機関と協力して行います。
また、市民にはアイドリングストップ等の啓発を行います。
●�アスベスト（石綿）の飛散防止対策として事業者に建築物の解体等工事の作業基準等について適切な
指導を行います。
●�光化学オキシダント注意報発令時等の広報体制の充実を図ります。

〉〉〉 水質汚濁対策
●�公共用水域等の水環境の保全対策を関係機関と協力して推進します。
●�家庭における生活排水対策の普及啓発に努めます。
●�工場・事業場等に対して、適正な排水処理を指導します。

〉〉〉 騒音・振動対策
●�工場や事業場、建設作業等における防音、防振対策を促進します。
●�自動車交通騒音、道路交通振動の測定結果を踏まえ、必要に応じて、道路環境の整備改善などを関係
機関へ働き掛けます。

〉〉〉 土壌汚染対策
●�工場・事業場等に対して、土壌の調査及び有害物質の地下浸透防止などについての適切な指導を行い
ます。

関連計画 ▶ 『大分市環境基本計画』
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第２章　快適な生活環境の確立

目標設定

府内大橋（河川調査地点）

騒音・振動測定調査水質調査

※BOD（生物化学的酸素要求量：Biochemical Oxygen Demand）
　�微生物が有機物を酸化・分解するのに使われる酸素量のことで、河川の代表的な有機汚濁指標。

※COD（化学的酸素要求量：Chemical Oxygen Demand ）
　�有機物を酸化材で酸化するときに消費される酸素量のことで、海域や湖沼の代表的な有機汚濁指標。

【用語解説】

大気汚染物質に係る
環境基準達成項目数
（全 11項目）

現状値（2018年度実績）

 10項目  11項目
目標値（2024年度見込）

公共用水域の環境基準
（※BOD、※COD）達成率

現状値（2018年度実績）

 94.7％  100％
目標値（2024年度見込）
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第4節　地球環境問題への取組
動向と課題

　わたしたちは、豊かな生活を実現するため、石油や石炭といった化石燃料を大量に使用してきましたが、
そのことは同時に温室効果ガスの増加を招き、いまや世界共通の課題である地球温暖化の原因となっています。
　地球温暖化は異常気象や自然災害を引き起こし、食料生産や生態系への影響、熱中症の多発など人の健康
への影響も懸念されています。
　こうしたなか、2020（令和2）年以降の温室効果ガス排出削減の新たな目標に向けて、現在国際間の合
意に基づく取組が進められており、国内では、東日本大震災以降、従来のエネルギー政策からの転換が課題
となっています。
　本市においても、省資源・省エネルギーを意識したライフスタイルや事業活動への見直しを促進すること、
温室効果ガス排出量の少ない再生可能エネルギーや水素エネルギーなどの導入を促す環境づくりを推進する
ことなどが必要であり、市民、事業者、NPO等との連携を強化しながら、効率的かつ効果的な取組が求め
られています。
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（℃）

15.0

2015年2010年2005年2000年1995年1990年1985年1980年1975年1970年

年平均気温の推移

出典：大分市

　かけがえのない地球環境を次世代に継承するため、市民、事業者、NPO等と連携しなが
ら、環境への負荷の少ないライフスタイルや事業活動など、温室効果ガスの排出を抑制す
る取組を推進します。
　また、国際社会の新しい温暖化対策の枠組みの合意を踏まえ、広域的・国際的な連携の
もと、長期的・戦略的な取組により※低炭素社会の構築を目指します。

基本方針
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第２章　快適な生活環境の確立

主な取組

〉〉〉 地球環境への配慮と市民意識の高揚
●�市民、事業者が地球環境に配慮した具体的な行動を展開していけるよう、省資源・省エネルギーを意
識したライフスタイルや事業活動への見直しを促進します。
●�地球環境への負荷の少ない省エネ機器・省エネ住宅等への転換を促すための啓発を行います。

〉〉〉 地球温暖化対策
●�家庭や事業場等において、節電など自主的な省エネルギーの取組を促進し、温室効果ガスの排出抑制
を図ります。また、本市も、一事業者として、事業に伴い排出される温室効果ガス削減に向けた率先
的な取組を行います。
●�市民、事業者、NPO等と連携して、省エネ設備の導入や再生可能エネルギーをはじめ、再生可能エネ
ルギー由来水素等の新たなエネルギーの導入を促進します。
●�移動や輸送によって排出される温室効果ガスを削減するため、公共交通機関の利用やエコドライブの
促進に努めます。
●�地球温暖化問題への理解を深め、自ら進んで行動することができるよう、省エネ懇談会や小中学生へ
の出前授業等を通じて、環境教育・環境学習の充実を図ります。
●�温室効果ガスである二酸化炭素を吸収する役割を果たす森林を保全するとともに、市民参加の森林づ
くり等の取組を促進します。

〉〉〉 オゾン層保護対策
●�フロン排出抑制法等の関係法令に基づき、オゾン層破壊の原因物質とされるフロン類の適正な再資源
化や処理を行うよう、市民・事業者に対して啓発・指導を行います。

〉〉〉 連携体制の整備
●�地球環境問題に関する施策をより効果的に推進するため、市民、事業者、NPO等との連携を強化しま
す。

関連計画 ▶ 『大分市環境基本計画』『大分市地球温暖化対策実行計画』『大分市水素利活用計画』

省エネ懇談会
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目標設定

※低炭素社会
　�地球温暖化の原因とされる二酸化炭素の排出を、現状の産業構造やライフスタイルを変えることで低く抑えた社会。化石燃料使用量
の削減、高効率エネルギーの開発、エネルギー消費の削減、資源の有効利用などによって実現を目指す。

【用語解説】

※基準年度：�国の「地球温暖化対策計画」において、2013年度値を基準年度として設定しており、本市で
も同様に基準年度として設定している。

※現 状 値：�最新の2015年度実績については、全体の中で大きな割合を占める産業部門の排出量が大幅に
減少したことが影響し、目標を上回る削減となっている。

※目 標 値：�国の計画を踏まえ、本市で策定した地球温暖化対策実行計画において設定した削減目標として
いる。

大分市全域の
温室効果ガス排出量
《※基準年度（2013年度：
26,915 千 t-CO2）との比較値》

※現状値（2015年度実績）

24,284千t-CO2
（9.8％減）

24,528千t-CO2
(8.9％減)

※目標値（2024年度見込）

出前授業
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